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茨城県内
1日	 	茨城大学と8大学（愛媛・鹿児島・埼玉・静岡・

信州・富山・山形・山口）の理学部は、「9大学
理学部連携協定」を締結したと発表、9大学理学
部の600名超の教員を高度人材バンクと位置づ
け、各大学で開講困難となった科目などに対し
て他大学から非常勤講師を派遣しやすくする仕
組みの構築、9大学の学生が共通のオンライン教
材を用いて自宅等で学習を進め、その進捗状況
や到達度を競い合う「プログラミングランクチャ
レンジ（仮称）」の実施を計画

10日	 	茨城県によれば、一般行政職（管理職等以外）
の期末・勤勉手当平均支給額（12月10日支給分）
は、72万7,736円と前年に比べ＋6.3％の増加、平
均年齢は37.82歳と▲0.13歳の低下

19日	 	総務省「全国家計構造調査」によれば、茨城県
の勤労者世帯における2024年10～11月の実収入
（1世帯当たり１か月平均）は503,464円と、前回
調査（19年）と比べて＋1.5％の増加、消費支出
は276,071円と、同＋0.6％の増加

19日	 	茨城労働局によれば、70歳までの就業確保措置
実施済みの県内企業（従業員数21人以上、6月1
日時点）の割合は、41.3％と前年に比べ＋3.7ポ
イントの上昇、実施内容は「継続雇用制度の導入」
（60.2％）、「定年の引上げ」（35.2％）、「定年制の
廃止」（4.7％）

19日	 	水戸市は、文化財の保存、活用の長期的な指針
となる「市文化財保存活用地域計画」が文化庁
に認定されたと発表（県内7件目）、文化財保護
法上の文化財8類型から外れる、水戸の梅まつり
や納豆、オセロも文化財として定義

23日	 	農林水産省によれば、茨城県の2024年農業産出
額は5,494億円、前年に比べ＋21.1％の増加で全
国3位（1位：北海道、2位：鹿児島）。生産農業
所得は2,002億円、同＋30.5％の増加で全国2位（1
位：北海道、3位：熊本）

24日	 	茨城県は、全国の自治体で初となる福祉相談業
務における生成	AI	の活用を開始、汎用クラウド
サービスを活用した生成	AI	およびタブレット端
末を12	月24日から県福祉事務所（町村を管轄す
る４か所）に導入

25日	 	茨城県は、救急搬送における選定療養費の徴収
開始から１年間の検証結果を公表、対象病院へ
の救急搬送件数82,289件と前年に比べ▲4.2％減
少、うち徴収件数は2,840件（徴収率3.5％）、軽
症者等の緊急搬送件数は同▲14.3％減少

国内・国外
10日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル

ファンド（FF）金利の誘導目標を0.25％ポイント
引き下げ、3.50～3.75％とすることを決定

15日	 	日本銀行「短観－2025年12月－」によれば、大企
業製造業の業況判断DIは15と9月調査に比べ＋1Pの
改善、非製造業は34と同横ばい。企業の物価見通
し（全規模全産業、前年比）は1年後＋2.4％（9月
比横ばい）

17日	 	日本銀行「資金循環統計」によれば、家計保有の
金融資産残高（2025年9月末）は2,286兆円と前年
同期に比べ＋4.9％の増加。現金・預金が同＋0.5％、
株式等が同＋19.3％、投資信託が同＋21.1％

18日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、主要政策金利を
4会合連続で据え置くことを決定（中央銀行預金
金利2.00％）

19日	 	日本銀行は、政策金利である無担保コールレー
ト（オーバーナイト物）の誘導目標を0.25％ポイ
ント引上げ、0.75％程度で推移するよう促すこと
を決定

19日	 	内閣府は、12月の月例経済報告で、わが国の景
気は、「米国の通商政策による影響が自動車産業
を中心にみられるものの、緩やかに回復してい
る」と判断を据置き

23日	 	厚生労働省「所得再分配調査」によれば、2023
年の日本の世帯でみた所得均等度を表す「ジニ
係数」（1に近いほど所得格差が大きい）は再分
配前で0.5855（前年比＋0.0155ポイント）と調査
開始以降で最高、年金等の社会保障や税による
再分配後の所得のジニ係数は0.3825（同＋0.0012
ポイント）

24日	 	政府は、2026年度の「経済見通しと経済財政運
営の基本的態度」を閣議了解。26年度実質国内
総生産（GDP）は前年度比＋1.3％程度、消費者
物価（総合）は同＋1.9％程度の見通し

26日	 	政府は、2026年度予算政府案を閣議決定。一般
会計総額は122兆3,092億円と25年度当初予算に
比べ＋7兆1,114億円の増加、社会保障関係費39
兆559億円と同＋7,621億円の増加

26日	 	政府は、2026年度税制改正大綱を閣議決定、物
価上昇局面における基礎控除等の対応（所得税
の課税最低限を178万円に引上げ）、住宅ローン
控除の拡充（所得税特別控除の5年間の延長）、
NISAの拡充（つみたて投資枠の口座開設を18歳
未満に拡充）等を盛込み
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